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平成20年度一般会計当初予算の概要 

経済の活性化（産業振興と雇用の創出） 
 

予算編成の基本的な考え方 

一般会計当初予算の特徴 

1予算編成の基本的な考え方 1

一般会計当初予算の特徴 2

●中山間地域における生活を守るといった視点や、地域経済への影響にもきめ細かく配慮する
　との基本的な考え方のもと、「経済の活性化」、「日本一の健康長寿県づくり」といった５つの
　基本政策に基づく県づくりに向けて、予算配分を重点化しています。 
●財政健全化の取り組みを着実に進め、将来負担の軽減を図っています。 

1 52

1

2
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4

5

6

（1）県民サービスに関わる事業の確保 

（2）地域生活・経済に配慮した投資的経費の確保 
・事業効果の早期発現のため実施する2月補正予算への前倒し分を含める 
　と普通建設事業費は対前年度比1.9%の増 
・1.5車線的道路整備事業は同5.0%の増 
 

県
民
サ
ー
ビ
ス
の
確
保 

（1）財源不足額（H20）の圧縮 
・歳出の重点化・効率化と歳入確保 
　収支見通し段階：220億円 → 実績：199億円（△21億円） 
・基金の取崩しを抑え、将来の安全性を向上 

（2）県債残高の減少 
・将来世代の負担を着実に減少 
　H19：7,916億円 → H20：7,876億円（△40億円：見込み） 

（3）地方交付税等の確保 
・地方再生対策費の創設（41億円）などにより、実質的な地方交付税 
　（地方交付税＋臨時財政対策債）は、6年ぶりにプラスに転じています 

財
政
健
全
化
の
推
進 

・人件費・公債費を除く予算規模を対前年度比0.8％の微減に止めました 
　（H19対前年度比△5.0%） 

＊地方道路整備臨時交付金の制度改善（交付率引上げ）により、事業量確保無利子貸付制度については、 
　詳細判明後に活用の予定 

歳入 
413,573 
単位：百万円 

歳出 
413,573 
単位：百万円 

依存財源 
287,862 
（69.6%） 

地方交付税 
167,500 
（40.5%） 

人件費 
133,761 
（32.3%） 

公債費 
80,462 
（19.4%） 

補助費等 
75,347 
（18.2%） 

普通建設事業費 
71,342（17.3%） 

投資的経費 
74,302（18.0%） 

経常的経費 
339,271（82.0%） 

国庫支出金 
52,045 
（12.6%） 

県債 
61,107 
（14.8%） 

県税 
65,547 
（15.8%） 

自主財源 
125,711 
（30.4%） 

諸収入 
20,686（5.0%） 

地方消費税清算金 
14,831（3.6%） 

繰入金 
13,525（3.3%） 

分担金及び負担金 
2,833（0.7%） 

使用料及び手数料 
6,253（1.5%） 

災害復旧費 
2,960（0.7%） 

地方譲与税 
2,736（0.7%） 
地方特例交付金 
775（0.2%） 
交通安全対策特別交付金 
292（0.1%） 

財産収入 
1,929（0.4%） 
寄附金・繰越金 
107（0.0%） 

その他 
3,407（0.7%） 

貸付金 
13,366（3.3%） 

扶助費 
10,630（2.6%） 

その他 
25,705（6.2%） 
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経済の活性化（産業振興と雇用の創出） 
 

予算編成の基本的な考え方 

一般会計当初予算の特徴 

経済の活性化（産業振興と雇用の創出） 
 

1

5つの基本政策に基づく県づくり 2

県勢浮揚に向けた産業振興計画の策定と高知の良さをアピールする体制づくり 

農林水産業と商工業の連携による1.5次産業の振興  

●1.5次産業の振興による地域経済の活性化 
～産業振興計画の策定等を進めながら、早期に実施可能な取り組みに着手します～ 

　・企業立地促進事業費補助金（県内企業を支援対象に加えたうえ、一次産品を利用する製造業の支援対象を拡大） 

　・経済活性化に向けた、産業別・地域別の振興計画の策定 
　・「高知の良さ」を全国にアピールするための戦略と体制の検討 

農林水産業の振興を通じた農山漁村の活性化 

1

2

3

●農業の振興 
～競争力のある産地づくりと集落の維持・所得向上につながる新たな仕組みづくりを進めます～ 

●林業の振興 
～木材の安定供給と担い手の育成・確保につながる新生産システムの整備促進と県産材の需要拡大 
に取り組みます～ 

●水産業の振興 
～漁業者の経営基盤の強化と漁価の向上につながる取り組みを強化します～ 

地域の商工業の振興と企業立地の促進 4

～中小企業等の活性化、県内企業への支援策の拡充、産学共同研究への支援に取り組むことで地域 
経済を底上げします～ 

「高知の良さ」を活かした滞在型・体験型観光の推進 5

～多様な地域資源を活用した「花・人・土佐であい博」の開催を契機として、滞在型・体験型観光 
を推進します～ 

産業人材の育成と確保 6

～円滑な就労の促進（マッチング支援）と地域産業の担い手確保に向けた取り組みを推進します～ 
 

12.6 
億円 
の 増 

H19
4,487 
百万円 

H20
5,750 
百万円 
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日本一の健康長寿県づくり 
 

5

教育の充実と子育て支援 教育の充実と子育て支援 3

教育の充実 1

～土佐の教育改革の更なる検証と、基礎学力の向上対策など本県が抱える教育課題に迅速に対応する 
ため、教育委員会の体制を強化するとともに、課題を解決するための計画づくりに取り組みます～ 

●学力向上対策等に向けた支援計画の策定と効果的な施策の実施 
　・学力向上・いじめ問題等対策計画の策定 
　・中学校問題に対応するプロジェクトチームの設置 

●効果の認められる既存施策の継続的な実施 

●国の教育施策に対応して各県が共通に取り組む施策の実施 
　・中学校学力向上対策非常勤講師配置事業 
　・スクールソーシャルワーカーの活用 
 

次代を担う子どもたちが健やかに育つ環境づくり 2

～母子保健医療の充実や地域における子育て支援策の推進などの少子化対策を総合的に推進します～ 

●母子保健医療の充実 

●地域における子育て支援策の推進 

●児童虐待問題への対応 

1

2

3

県民の安全・安心の確保に向けた地域の防犯、防災の基礎づくり 4

1

2

インフラの充実と有効活用 インフラの充実と有効活用 2

産業振興や安全・安心に繋がるインフラ整備 1

地域生活の安全・安心の確保に直結するインフラ整備 2

既存インフラの有効活用 3

～地域経済の活性化や県民の安全・安心につながる四国８の字ネットワークの整備促進や、工業団地 
へのアクセス道路の整備などを重点的に実施します～ 

　・1.5車線的道路整備事業の拡充（対前年度比 5.0%増） 

23.2 
億円 
の 増 

H19
11,407 

百万円 

H20
13,730 

百万円 

1.7 
億円 
の 増 

H19
1,346 
百万円 

H20
1,514 
百万円 

8号財政のコピー  08.03.26 15:40  PM  ページ 4



4

日本一の健康長寿県づくり 
 
日本一の健康長寿県づくり 
 

5

教育の充実と子育て支援 地域医療の確保 1

～地域特性に応じた医療の提供体制づくりと保健・医療・福祉の連携を推進します～ 

●保健・医療・福祉施策の推進 
　・地域ごとの保健医療計画の策定と推進 
　・各地域に地域保健医療福祉推進会議を設置 

●医師等の確保対策 

●救急・へき地医療対策の充実 

●医療保険制度の安定的な運営 

総合的な健康づくり施策の推進 2

～生涯健やかで心豊かに過ごすことのできる健康づくりを計画的に推進します～ 

●生活習慣病予防対策の推進 

●食育の推進 

●その他の疾病対策等 

高齢者・障害者福祉サービスの充実と確保 3

～高齢者・障害者等が安心して暮らせる地域づくりを進めます～ 

●介護保険制度の円滑な運営 

●地域で支え合う仕組みづくり 

●障害者の自立を支援する施策の推進 
　（良質な障害福祉サービスの確保と地域生活への移行支援） 

県民の安全・安心の確保に向けた地域の防犯、防災の基礎づくり 県民の安全・安心の確保に向けた地域の防犯、防災の基礎づくり 4

南海地震対策 1

～「自助・共助・公助」の取り組みを進め、震災に強い地域社会をつくります～ 
　・南海地震条例推進事業 

安全・安心なまちづくり 2

～地域のつながりを支援し、県民と行政が一体となって安全・安心なまちづくりを進めます～ 

インフラの充実と有効活用 
29.4 

億円 
の 増 

H19
1,376 
百万円 

H20
4,311 
百万円 

19.9 
億円 
の 増 

H19
28,455 

百万円 

H20
30,448 

百万円 
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財3

1 歳歳出削減に向けた取り組み 

歳歳入確保に向けた取り組み 

歳

1 行

●定

　
　
　
 

●職

2 事

3 金

2 歳

1 受
●使
●そ

2 県

●遊

財源不足額への対応 5つの基本政策に横断的にかかわる事業 5つの基本政策に横断的にかかわる事業 

中山間地域への総合対策 1

～中山間地域の暮らしを守り、一定の収入を得ながら安心して住みつづけることができる仕組みづ 
くりを支援します～ 

●中山間地域の再生に向けた取り組み 
　・中山間地域の生活を守る事業 
　・中山間地域の産業をつくる事業 

●深刻化する鳥獣被害への緊急対応 

環境立県の推進 2

～ 「CO2　0宣言」を踏まえつつ、全国に誇れる豊かな自然を最大限に活かし、将来の持続可能な低 
炭素・循環型の地域づくりに取り組みます～ 

●地球温暖化防止対策の推進 

●エコエネルギーと環境産業の創出 

＋ － 

● 

原油価格の高騰など緊急課題への対応 原油価格の高騰など緊急課題への対応 

漁業経営者への対応 1

●燃油高騰緊急対策事業 
～燃油価格の高騰に対応し、漁業者の経営の維持・安定を図るため、緊急対策を実施します～ 

中小企業経営者への対応 2

●中小企業制度金融貸付金による緊急支援措置 
～原油価格の高騰や建築確認の厳格化等により売上の減少等をきたしている県内中小企業者の負担 
を軽減するため、償還期間の延長等を行います～ 

農業経営者への対応 3

●原油価格の高騰が経営面に深刻な影響を及す施設園芸農家への対応 
　・省エネ投資への支援措置 
　・省エネ技術の開発・導入等の促進 

金融措置や省エネへの転換支援など、きめ細かな対策を講じることで、中小企業・農林漁業者の経営を 
支援します 

● 

2.7 
億円 
の 増 

H19
1,771 
百万円 

H20
2,037 
百万円 

H
△＊1

＊2 △

0

7,000

6,000

5,000

4,000

2,000

1,000

（億円） 

歳出

＊1 人件費
＊2 普通建設

一
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財政健全化に向けた歳出・歳入改革の取り組み 3

1 歳出削減に向けた取り組み 

歳入確保に向けた取り組み 

歳出削減に向けた取り組み 6,896
百万円 

1 行政のスリム化の推進 △4,875百万円 

●定数の削減計画の着実な実行 

　・知事等特別職（△30％～△5%) 
　・管理職（△5％＋管理職手当△10%) 
　・一般職（△3％～△2%) 
 

●職員給与の抑制 △2,459百万円 
 

△2,416百万円（△242人） 
 

2 事務事業の抜本的な見直し △2,021百万円 

3 金利負担の軽減効果を含む公債費負担の平準化 

2 歳入確保に向けた取り組み 654
百万円 

1 受益者負担の適正化等 19百万円 
●使用料・手数料の見直し 14百万円 

 
●その他の収入確保 5百万円 

 

2 県有財産の処分促進 635百万円 

●遊休財産の処分計画に基づく売却 

財源不足額への対応 3 財源不足額への対応 19,909
百万円 

●地方債の有効活用 9,900百万円 
 

●財政調整的な基金の取崩し 10,009百万円 
 

　歳出・歳入の両面から財源不足額の圧縮に取り組み
ましたが、なお一般財源が199億円不足する状況です。
このため、次の措置により、この財源不足額に対応する
こととしています。 
　これにより、財政調整的な基金を100億円取り崩す
ことになりますが、一方で20年度末の基金残高を収支
見通し段階の73億円から169億円としており、将来の
財政運営の安全性を確保しながら対処しています。 

5つの基本政策に横断的にかかわる事業 

原油価格の高騰など緊急課題への対応 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20
7,000

7,200

7,400

7,600

7,800

8,000

8,200
（億円） 県債残高の推移 

7,706

7,951
8,002

7,960
7,920 7,916 7,876

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20
△11.9 △10.0 △10.5 △7.0 △6.7 △5.0 △0.8＊1

＊2 △9.1 △11.2 △15.7 △14.1 △11.2 △11.5 △1.1

1.9

0

7,000

6,000

5,000

4,000

2,000

1,000

（億円） 

歳出総額 

（
注
）当
初
予
算
ベ
ー
ス 

＊1 人件費・公債費を除く対前年度比 
＊2 普通建設事業費の対前年度比 

県税収入 普通建設事業費 

一般会計歳出総額・県税収入・普通建設事業費の推移 

平成20年度も 
県債残高は 
着実に減少 

（注）計数は普通会計ベースで、H18までは決算、H19・H20はH19決算 
　　見込み額を反映したものであり、今後変動することがある。 

人件費・公債費を除くと 
△0.8％の微減に止め、 
県民サービスに直接かか 
わる予算を確保 

H19.2月補正前倒し分を 
含めると普通建設事業費 
は対前年度プラスの予算 
を確保 
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高 知 県 
厳しい財政状況に対する県民の皆様のご理解とご協力をお願いします。皆様のご意見をお待ちしています。 

TEL:088-823-9302  E-mail:110401@ken.pref.kochi.lg.jp  http://www.pref.kochi.jp/~zaisei/
総務部財政課 ホームページでは、このパンフレットの内容のほか、高知県財政に関する様々な情報をご覧いただくことができます。 

●このパンフレットは、再生紙を使用しています。 

バンク高知 JA
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